
AI戦略2019
（令和元年６月統合イノベーション戦略推進会議決定）

制度概要

学生

学生に選ばれる

企業

企業に選ばれる

数理・データサイエンス・AIの
素養のある学生を輩出

大学・高専

【 リテラシーレベル 】
学生の数理・データサイエンス・AIへの関心を高め、適切に理
解し活用する基礎的な能力を育成
2021年度より、リテラシーレベルの認定開始
→ 382件の教育プログラムを認定（2023年8月時点）

大学・高等専門学校の数理データサイエンス教育に関する正規課程教
育のうち、一定の要件を満たした優れた教育プログラムを政府が認定し、
応援！多くの大学・高専が数理・データサイエンス・AI教育に取り組むこ
とを後押し！

１００万人/年

（高校卒業者全員）

２５万人/年

2,000人/年

５０万人/年

（大学・高専卒業者全員）

（高校の一部、高専・大学の50%）

（小中学生全員）

トップクラス育成
100人程度/年

【 応用基礎レベル 】
数理・データサイエンス・AIを活用して課題を解決するための
実践的な能力を育成
2022年度より、応用基礎レベルの認定開始
→ 147件の教育プログラムを認定（2023年8月時点）

AIに関連する産業競争力強化や技術開発等についての総合戦略を策定。
この中で2025年までの人材育成目標を設定
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育成目標【2025年】

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_ai/00001.htm

詳細はHPから御確認ください
※御質問はHPのお問い合わせフォームからお気軽にお願いします

数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度
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 教科書シリーズの刊行
モデルカリキュラム完全準拠の教科書の作成

全ての大学等が参照可能なモデルカリキュラムの策定

 モデルカリキュラム（リテラシーレベル）【2020.4公表】
 モデルカリキュラム（応用基礎レベル）【2021.3公表】

• 「AI戦略2019」の具体目標。産業界、公私立大学、
関係団体等の有識者からなる特別委員会を設置し検討

全国的なモデルとなる教科書・教材等の開発

 デジタルコンテンツ・教材の提供
• 教材ポータルサイトの構築
• eラーニング教材、講義動画などを公開
• 放送大学との連携によるオンライン授業の作成

 シンポジウム・地域別ブロックでのワークショップの開催
• モデルカリキュラム・教材、大学での実践例の紹介、個別相談等

シンポジウム等の開催・先進事例の共有

 講義等に活用可能な実データの収集・公開

デジタル社会の「読み・書き・そろばん」とも言われる「数理・データサイエンス・AI」教育について、全国の大学・高等専門学校へ普及・展開を実施
全国の大学・高専により「数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コンソーシアム」を形成し、コンソーシアム活動を通じて普及・展開を促進

コンソーシアム活動の例

北海道ブロック
（北海道大学）

東北ブロック
（東北大学）

北信越ブロック
（金沢大学）

関東ブロック
（東京大学）

東海ブロック
（名古屋大学）

ｚ中国ブロック
（広島大学）

近畿ブロック
（京都大学）

ｚ九州・沖縄ブロック
（九州大学）

四国ブロック
（香川大学）

全国９ブロックで活動
・ 各ブロックに地域ブロックの代表校を置き、各ブロックにおける
数理・データサイエンス・AI教育を普及・展開

・ デジタル人材育成プラットフォーム（経済産業省の取組）と連携し
地域におけるデジタル化の取組を促進

・ カリキュラム、教材、教育用データベース等の整備に
関する継続的な活動

数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コンソーシアム

各地域ブロックと地方経済産業局との連携

 各地域における人材育成、DX促進の連携策について検討
• 相互の取組状況の紹介、活動方策の検討、課題の共有等

数理・データサイエンス・AI教育の全国展開の推進

2http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/

280校以上の会員校により構成
・多くの国公私立の大学・高専が参画し、シンポジウム等の開催を通じて好事例等を共有

・一般に公開されているものとは別に、会員校限定で閲覧が可能な教材や会議資料等を提供

入会・お問い合わせはHP中段の「各ブロックの活動情報」から

http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/
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デジタルと掛けるダブルメジャー大学院教育構築事業
～Ｘプログラム～ 令和6年度予算額（案） 5億円

（前年度予算額 5億円）

 支援対象：大学院（専門職大学院含む）を有する国公私立大学
 支援内容：MDA教育に係る人件費、学位プログラム構築・実施の事業費 等

 我が国において、デジタル系の人材が不足すると言われるなか、あらゆる企業、自治体、教育現場等では、出身学部・研究科の専門分野に関わらず、数理・
データサイエンス・AI（MDA）の知識・技術等を活かして社会で活躍する人材が必要

 理工農医学などの分野のみならず、人文・社会科学系分野を含むあらゆる専攻分野において、高度なMDAの素養への需要が増加

 蓄積されたデータの分析や生成AIなどの最新技術を専門分野において利活用することができる、社会ニーズを踏まえた高度で文理横断的なデジタル人材の輩
出が喫緊の課題

現状・課題

 人文・社会科学等の分野を専攻する研究科等における、人文・社会科学系分野
等と情報系分野の要素を含む学位プログラムや、企業・行政等との協働・連携により、
専門分野にMDA教育を掛け合わせた実践的な教育を実施する学位プログラムの
構築を支援

 教員養成・芸術（アート、デザイン）・ビジネス・文化・スポーツなど多様な分野にお
ける情報分野と掛け合わせた文理横断的な教育の実施を促す

 専門分野に応じたMDAに関する高度な知識・技術を習得した、社会が求める各分
野をけん引するデジタル人材を継続的に輩出し、多様なイノベーションを促進する

（出典）採用と大学改革への期待に関するアンケート調査結果（R4.8 日本経済団体連合会）

事業内容

＜採用の観点から企業が期待する能力・知識＞

経済財政運営と改革の基本方針2023（令和５年６月16日閣議決定）
第２章 新しい資本主義の加速 ２．投資の拡大と経済社会改革の実行
（４）官民連携を通じた科学技術・イノベーションの推進
デジタル化やグローバル化など社会の急速な変化への対応を加速し、文理の枠を超えた
多様性のあるイノベーション人材の育成強化や国際的な人的交流の活性化を図る。

企業・学校
自治体等

専門分野で活躍する
人材を輩出

連携

MDA教育等

実務家教員派遣
課題・データの提供

導入・強化

実施大学の研究科

＜事業イメージ＞

・構築する大学院の学位プログラムに接続する学部の情報教育の強化を行う取組も対象とする

件数／単価 3大学／約40百万円 事業実施期間 令和6年度～令和11年度

件数／単価 6大学／約56百万円 事業実施期間 令和4年度～令和9年度

【令和4年度選定】

・選定校：滋賀大学、岡山大学、広島大学、九州大学、東北学院大学、名古屋商科大学

【令和6年度公募】
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